
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R4年度：進路未定者の多い学校にコーティネーター等
を派遣し、進路選択・決定を促す。また、キャリア教育
全体計画、「キャリア・パスポート」の活用を図る。

○R3年度：キャリア・カウンセリング研修及びキャリア
教育担当者研修会を実施。キャリア教育フォーラム及び
授業改善プログラム作成委員会の開催一括交付

金（ソフ
ト）

委託 － 10,377 16,070 12,665 6,624 7,383
一括交付
金（ソフ
ト）

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

○R4年度：

予算事業名 キャリア教育推進事業

主な財源 ○R3年度：平成29年度で事業完了

一括交付
金（ソフ
ト）

委託 18,064 － － － －

２　取組の状況（Do）

予算事業名 キャリア教育支援事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 教育庁県立学校教育課 【098-866-2715】

　高校卒業時の進路決定率の向上及びキャリア教育の充実に向け、教員のキャリ
ア教育実践力向上を図るため、キャリア教育コーディネーターの派遣やキャリア
教育研修会等を実施する。

H29 H30 R元 R2 R3

５名
配置数

全体計画・年間
指導計画策定校
数40校 59校

主な取組 キャリア教育推進事業

対応する
主な課題

①沖縄県は若年者の失業率（沖縄8.3％ 全国4.9％ H28）及び世帯主との続柄別中、その他家族（同居している子供等）の失業率が非常に高く（沖
縄9.7％ 全国6.2％ H28)、全体の完全失業率を大きく押し上げている。その要因としては、新規学卒者の就職に対する意思決定が他県と比較して遅
いこと、採用予定企業側の求人票の提出及び採用内定が遅いこと、学卒無業を容認する親の意識などがあげられる。（高校、大学とも全国では、11

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(10)-イ 若年者の雇用促進
施 策 ①　キャリア教育の推進

施策の小項目名 ○キャリア教育プログラムの開発と普及

キャリア教育コーディネーターを配置し、
教員向け研修等を実施 キャリア教育の実践力向上を図る教員研修等の実



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和3年度の取組改善案 反映状況

・教科におけるキャリア教育実践力の向上を図るため、「キャリア教育授業改善
プログラム作成委員会」を開催し、国語、数学、社会、理科、英語などの教科に
おける授業プログラムを開発する。

・小中高のキャリア教育担当者を一堂に集め、校種間の接続を意識した「キャリ
ア・パスポート」の活用に向けた研修会の開催（地区毎）や、県内外「キャリ
ア・パスポート」の優良事例を紹介するキャリア教育フォーラムを開催する。

・教科におけるキャリア教育実践力の向上を図るため、「沖縄県キャリア教育授
業改善プログラム作成委員会」を開催し、「かかわる力」「ふり返る力」「やり
ぬく力」「みとおす力」を育成する授業プログラムを開発した。（「国語・数
学・理科・地理歴史・英語」）

・新型コロナウイルス感染拡大に伴い、参集型の研修会とオンデマンドにより研
修を実施した。また、キャリア教育フォーラムを開催し、県内外の「キャリア・
パスポート」に関する先進的な活用事例について研修・演習を実施できた。

 県立高等学校18校にキャリア教育コーティ
ネーターを派遣し、各学校の実情に応じた
「キャリア・パスポート」の活用について研
修や資料作成が実施できた。また、キャリア
教育、キャリア・カウンセリング研修動画を
配布し各学校の研修に活用できた。５教科の
キャリア授業改善プログラム集を作成でき
た。また、キャリア教育フォーラムの開催に
より、意識向上を図ることができ順調であ
る。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 全体計画・年間指導計画策定校数 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

38校 59校 59校 59校 100.0%

活動指標名 配置数 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　キャリア教育コーディネーターを県立高等
学校18校に派遣し、キャリア教育全体計画・
年間指導計画の作成及び「キャリア・パス
ポート」の活用について支援した。また、授
業改善プログラム作成委員会において授業プ
ログラムを開発。キャリア教育フォーラムを
開催し、研修・演習を実施した。

５名 ２名 － － － －

6,624 順調

H30年度 R元年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・授業改善プログラム作成委員会で作成した「授業改善プログラム集」の活用による授業実践を支援する。

・キャリア教育全体計画・年間指導計画の作成、及び「キャリア・パスポート」の活用を推進する。

・進路未定者（１年生）の早期の進路選択・決定を促す。

○内部要因 ○外部環境の変化

・キャリア教育の実践が、インターンシップ等の体験活動に偏りがちなため、教
科等を通じて、キャリア教育の視点を踏まえた授業改善を推進していく必要があ
る。

・「キャリア・パスポート」の活用も図りながら、１学年の早期のキャリア形成
を図る必要がある。

・新型コロナウイルス感染拡大により、中高のキャリア教育担当者を集めての研
修会が一部中止となった。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・キャリア教育の実践力の向上を図るため授業改善プログラム作成委員会で作成したプログラム集の活用を推進していく必要がある。

・「キャリア・パスポート」の活用も図りながら、早期の進路選択・決定を促す必要がある。

・引き続き、児童生徒の学びの履歴を積み重ねていけるよう、中高の各校種間の接続を意識した「キャリア・パスポート」の活用を推進していく必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R4年度：

○R3年度：
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

　R4年度：小学生を対象とした職場見学及び中学生を対
象とした職場体験を実施予定。

予算事業名

主な財源 　R3年度：小学生を対象とした職場見学及び中学生を対
象とした職場体験はコロナ禍による影響でできなかっ
た。

２　取組の状況（Do）

予算事業名

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県、市町村

 担当部課【連絡先】 教育庁義務教育課 【098-866-2741】

　小中学校において子どもたちの将来のビジョン形成を図るため、職場見学・職
場体験や各教科等の授業等において、地域・関係団体との連携の下、社会で働く
人々と社会・仕事について話し合う機会等をつくり、子どもたちの将来や仕事に
ついて考えるきっかけづくりを補助する。

H29 H30 R元 R2 R3

100％
職場体験等
の実施率

主な取組 職場見学や職場体験の実施

対応する
主な課題

①沖縄県は若年者の失業率（沖縄8.3％ 全国4.9％ H28）及び世帯主との続柄別中、その他家族（同居している子供等）の失業率が非常に高く（沖
縄9.7％ 全国6.2％ H28)、全体の完全失業率を大きく押し上げている。その要因としては、新規学卒者の就職に対する意思決定が他県と比較して遅
いこと、採用予定企業側の求人票の提出及び採用内定が遅いこと、学卒無業を容認する親の意識などがあげられる。（高校、大学とも全国では、11

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(10)-イ 若年者の雇用促進
施 策 ①　キャリア教育の推進

施策の小項目名 ○キャリア教育プログラムの開発と普及

小学生を対象とした職場見学や中学生を対象とした職場体験の実施

地域の人材を活用したキャリア教育を実施



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和3年度の取組改善案 反映状況

・令和２年度児童生徒の社会的自立に向けた資質・能力を育む取組を推進するた
めに「キャリア形成促進事業」を実施する。
　
・県立学校教育課と連携し、「沖縄県キャリア教育の基本方針」に基づき、12年
間をキャリア形成の視点でつなぐ沖縄県版「キャリア・パスポート」の円滑な実
施を推進する。

・令和３年度児童生徒の社会的自立に向けた資質・能力を育む取組を推進するた
めに「キャリア形成促進事業」を各６地区（国頭、中頭、那覇。島尻、宮古、八
重山）で実施した。
　
・県立学校教育課と連携し、「沖縄県キャリア教育の基本方針」に基づき、12年
間をキャリア形成の視点でつなぐ沖縄県版「キャリア・パスポート」の円滑な実
施を推進した。方法として、研修会、キャリア教育通信、学校訪問、動画等で
行った。

　令和３年度はコロナ禍の影響により、小中
学校における職場見学及び職場体験活動は、
ほとんどの学校で実施できなかった。代替と
して、地域人材を活用した職業人講話や職業
調べ等の実施により、児童生徒の発達段階に
応じた職業観・勤労観の育成を図った。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 職場見学や職場体験の実施率 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　小中キャリア形成促進事業や各地区校長会
等において、行政・産業界・学校等が連携し
て取り組んでいるキャリア教育推進の取組等
について周知した。各小中学校では職場見
学・職場体験を予定していたが、令和３年度
はコロナ禍で中止となった学校が多かったた
め、地域人材を講師に招き、講演会を行っ
た。

91.60% 90.00% 85.90% 90%

0 未着手

H30年度 R元年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・令和４年度児童生徒の社会的自立に向けた資質・能力を育む取組を推進するために「キャリア形成促進事業」を年に２回実施する。
・県立学校教育課と連携し、「沖縄県キャリア教育の基本方針」に基づき、12年間をキャリア形成の視点でつなぐ沖縄県版「キャリア・パスポート」の効果的な活
用を推進する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・一部の学校では、実施学年の見直し等に伴い、職場見学や職場体験を実施して
いない場合がある。

・小中学校のキャリア教育担当者や学年職員等を中心とする職場体験等の受入事
業所や地域人材の確保は負担が大きい。

・職場体験を受け入れる事業所にとっては、職場体験等の依頼が多く、受入日数
等の面で負担がある。

・コロナ禍で受入事業所の休業や閉鎖等により、実施が難しくなっている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・職場見学や職場体験が円滑に実施できるように、今後も引き続き市町村教育委員会及び学校を支援する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 インターンシップ推進事業

対応する
主な課題

①沖縄県は若年者の失業率（沖縄8.3％ 全国4.9％ H28）及び世帯主との続柄別中、その他家族（同居している子供等）の失業率が非常に高く（沖
縄9.7％ 全国6.2％ H28)、全体の完全失業率を大きく押し上げている。その要因としては、新規学卒者の就職に対する意思決定が他県と比較して遅
いこと、採用予定企業側の求人票の提出及び採用内定が遅いこと、学卒無業を容認する親の意識などがあげられる。（高校、大学とも全国では、11

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(10)-イ 若年者の雇用促進
施 策 ①　キャリア教育の推進

施策の小項目名 ○キャリア教育プログラムの開発と普及

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 教育庁県立学校教育課 【098-866-2715】

　すべての全日制高校生の連続3日以上の就業体験受入先開拓を委託し、様々な業
種から選択できるよう充実したインターンシップを実施する。事前・事後学習に
重点を置き、豊かな人間性や社会性、望ましい勤労観・職業観を育み、基本的な
マナーや異世代とのコミュニケーション能力の育成を図る。

H29 H30 R元 R2 R3

100％
体験実施率

２　取組の状況（Do）

予算事業名 インターンシップ推進事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R4年度：多様な体験的活動を推進し、生徒の「望まし
い勤労観、職業観」の育成を図る。また、コロナ禍に対
応した代替案を検討する。

予算事業名

主な財源 ○R3年度：夏季休業期間中にインターンシップを実施し
た。また、各学校で活用可能な「望ましい勤労観・職業
観」の育成を図る実践事例集を作成した。

県単等 委託 14,099 14,077 13,414 2,368 5,856 9,938

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額

インターンシップ受入企業開拓委託



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 体験実施率 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点
から、一律･一斉の就業体験を中止。各学校に
おいて外部講師を招聘したマナー指導、職業
人講話等を実施した。代替として夏季休業期
間中にインターンシップを実施した。また、
各学校で活用可能な「望ましい勤労観、職業
観」の育成を図る実践事例集を作成した。

100.0% 100.0% 100.0% － － 100.0%

5,856 未着手

H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点
から、一律･一斉の就業体験を中止したことに
より｢未着手｣となった。しかしながら、代替
として、夏季休業期間中にインターンシップ
を実施した。また、今後の就業体験活動等で
活用可能な実践プログラム集を作成すること
ができた。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

令和3年度の取組改善案 反映状況

・コロナ禍における就業体験または就業体験に代替可能な取組について委託業者
や関係機関と検討する。

・「望ましい勤労観・職業観」の育成を図る授業案の作成に取り組む。

・新型コロナ感染症拡大防止の観点から令和３年度も原則中止となったが、代替
として、夏季休業期間中にインターンシップを実施することができた。

・「望ましい勤労観、職業観」の育成を図る実践事例集を作成し、全県立学校に
配することができた。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・一律一斉の就業体験ではなく、専門高校を中心とする就業体験または「総合的な探究の時間」における外部と連携した探究活動等を通して、生徒の「望ましい勤
労観、職業観」の育成を図る取組を推進する。

・コロナ禍における就業体験または就業体験に代替可能な取組について各学校と連携し実施する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・コロナ禍における就業体験活動等の充実

・「勤労観、職業観」の育成を図る多様な体験活動の実施

・一律一斉の就業体験の実施はではなく、各学校の創意工夫に基づく「勤労観、
職業観」の育成を図る多様な体験的活動の充実を図る必要がある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・各学校の実情に応じた「勤労観、職業観」の育成を図る多様な体験的活動を推進する必要がある。

・引き続き、コロナ禍における就業体験または就業体験に代替可能な取組について委託業者や関係機関と検討する。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R4年度：

○R3年度：
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

県単等 ○R4年度：　各学校の就職担当教諭の企業訪問による求
人要請及び定着指導の実施や、各学校において外部講師
を活用した就職関係講座の実施を予定

予算事業名

主な財源 ○R3年度：　各学校の就職担当教諭の企業訪問による求
人要請及び定着指導の実施や、各学校において外部講師
を活用した就職関係講座を実施した。

県単等 直接実施 10,344 9,353 10,209 3,625 4,676 9,747

２　取組の状況（Do）

予算事業名 就職指導支援事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 教育庁県立学校教育課 【098-866-2715】

  県内外企業へ各学校の就職指導担当職員を派遣し、沖縄県の高校生への求人要
請、就職状況等の確認、卒業生の激励等を実施する。その他、各学校で外部講師
を活用し、就職希望者を対象にビジネスマナー講座等の就職関連講座の実施や就
職未決定者への支援を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

60人
就職担当職員
の県外派遣

主な取組 就職指導支援事業

対応する
主な課題

①沖縄県は若年者の失業率（沖縄8.3％ 全国4.9％ H28）及び世帯主との続柄別中、その他家族（同居している子供等）の失業率が非常に高く（沖
縄9.7％ 全国6.2％ H28)、全体の完全失業率を大きく押し上げている。その要因としては、新規学卒者の就職に対する意思決定が他県と比較して遅
いこと、採用予定企業側の求人票の提出及び採用内定が遅いこと、学卒無業を容認する親の意識などがあげられる。（高校、大学とも全国では、11

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(10)-イ 若年者の雇用促進
施 策 ①　キャリア教育の推進

施策の小項目名 ○キャリア教育プログラムの開発と普及

求人開拓及び定着指導のための職員派遣及び就職関連講座の実施



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和3年度の取組改善案 反映状況

・生徒が希望する企業へのマッチングを図るため、就職指導担当者が、新型コロ
ナウイルス感染予防対策を講じて企業訪問が実施できるよう支援に努める。

・新型コロナウイルス対策を施し、就職指導担当者研修会が実施できるよう、実
施方法、内容の検討を図り、就職指導の充実に努める。

・コロナ禍の影響を鑑み、年度当初より各校独自での企業訪問を計画していた
が、緊急事態宣言やまん延防止措置等の影響により、計画通り実施できず、目標
値の達成に至らなかった。

・年度当初より、通常の研修内容に加え、オンラインでの実施を想定した内容も
並行して準備していたため、就職指導の取組等について充実した情報提供・共有
を図ることができた。

　就職指導担当者の県外企業訪問へ派遣した
人数は、計画値60人に対し、実績値30人と
なっており、「やや遅れ」となった。新型コ
ロナウイルス感染拡大の影響により、渡航及
び企業の訪問受入れが困難となったことが主
な要因である。就職指導が制限される中で就
職希望者への情報提供や就職関連講座等を実
施することにより、就職支援を図ることがで
きた。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 就職関連講座の実施 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

26校 15校 21校 21校 19校 20校 95.0%

活動指標名 就職担当者職員の県外派遣 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　各校の就職指導担当教諭60名を県外企業に
派遣し、求人開拓及び早期離職率の改善に向
けた取組を計画していたが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響により、30名の派遣と
なった。各校の要望に応じた就職関連講座
は、ほぼ目標値と同数の19校で実施すること
ができた。

60人 60人 60人 10人 30人 60人 50.0%

4,676 やや遅れ

H30年度 R元年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・生徒が希望する職種・企業へのマッチングを図るため、就職指導担当教諭がコロナ禍等においても確実に企業訪問が実施できるよう、各校の緻密な実施計画の提
出依頼や企業情報等の提供に努める。

○内部要因 ○外部環境の変化

・就職希望者のニーズに応じた就職担当教諭による企業訪問の実施をより積極的
且つ確実に行い、就職内定につなげる必要がある。

・未内定者対象のサポート研修を早い段階でを行う必要がある。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、就職指導担当教諭の企業訪問が不十
分であったため、感染予防対策を取りながら企業訪問を行い、情報収集を行う必
要がある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・コロナ禍等を考慮した上での緻密な企業訪問計画を立て、確実に訪問を実施する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R4年度：

○R3年度：
主な財源 実施方法

R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

県単等 ○R4年度：　各学校の就職担当教諭の企業訪問による求
人要請及び定着指導の実施や、各学校において外部講師
を活用した就職関係講座の実施を予定

予算事業名

主な財源 ○R3年度：　各学校の就職担当教諭の企業訪問による求
人要請及び定着指導の実施や、各学校において外部講師
を活用した就職関係講座を実施した。

県単等 直接実施 10,344 9,353 10,209 3,625 4,246 9,747

２　取組の状況（Do）

予算事業名 就職指導支援事業

主な財源 実施方法
H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 令和3年度活動内容と令和4年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 教育庁県立学校教育課 【098-866-2715】

  県内外企業へ各学校の就職指導担当職員を派遣し、沖縄県の高校生への求人要
請、就職状況等の確認、卒業生の激励等を実施する。その他、各学校で外部講師
を活用し、就職希望者を対象にビジネスマナー講座等の就職関連講座の実施や就
職未決定者への支援を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

60人
就職担当職員
の県外派遣

主な取組 就職指導支援事業

対応する
主な課題

①沖縄県は若年者の失業率（沖縄8.3％ 全国4.9％ H28）及び世帯主との続柄別中、その他家族（同居している子供等）の失業率が非常に高く（沖
縄9.7％ 全国6.2％ H28)、全体の完全失業率を大きく押し上げている。その要因としては、新規学卒者の就職に対する意思決定が他県と比較して遅
いこと、採用予定企業側の求人票の提出及び採用内定が遅いこと、学卒無業を容認する親の意識などがあげられる。（高校、大学とも全国では、11

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(10)-イ 若年者の雇用促進
施 策 ②　若年者の就職対策

施策の小項目名 ○就職・定着への取組支援

求人開拓及び定着指導のための職員派遣及び就職関連講座の実施



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和3年度の取組改善案 反映状況

・生徒が希望する企業へのマッチングを図るため、就職指導担当者が、新型コロ
ナウイルス感染予防対策を講じて企業訪問が実施できるよう支援に努める。

・新型コロナウイルス対策を施し、就職指導担当者研修会が実施できるよう、実
施方法、内容の検討を図り、就職指導の充実に努める。

・コロナ禍の影響を鑑み、年度当初より各校独自での企業訪問を計画していた
が、緊急事態宣言やまん延防止措置等の影響により、計画通り実施できず、目標
値の達成に至らなかった。

・年度当初より、通常の研修内容に加え、オンラインでの実施を想定した内容も
並行して準備していたため、就職指導の取組等について充実した情報提供・共有
を図ることができた。

　就職指導担当者の県外企業訪問へ派遣した
人数は、計画値60人に対し、実績値30人と
なっており、「やや遅れ」となった。新型コ
ロナウイルス感染拡大の影響により、渡航及
び企業の訪問受入れが困難となったことが主
な要因である。就職指導が制限される中で就
職希望者への情報提供や就職関連講座等を実
施することにより、就職支援を図ることがで
きた。

活動指標名 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 就職関連講座の実施 R3年度

実績値

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 実績値(A) 目標値(B)

R2年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

26校 15校 21校 21校 19校 20校 95.0%

活動指標名 就職担当者職員の県外派遣 R3年度 R3年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H29年度
　各校の就職指導担当教諭60名を県外企業に
派遣し、求人開拓及び早期離職率の改善に向
けた取組を計画していたが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響により、30名の派遣と
なった。各校の要望に応じた就職関連講座
は、ほぼ目標値と同数の19校で実施すること
ができた。

60人 60人 60人 10人 30人 60人 50.0%

4,246 やや遅れ

H30年度 R元年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・生徒が希望する職種・企業へのマッチングを図るため、就職指導担当教諭がコロナ禍等においても確実に企業訪問が実施できるよう、各校の緻密な実施計画の提
出依頼や企業情報等の提供に努める。

○内部要因 ○外部環境の変化

・就職希望者のニーズに応じた就職担当教諭による企業訪問の実施をより積極的
且つ確実に行い、就職内定につなげる必要がある。

・未内定者対象のサポート研修を早い段階でを行う必要がある。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、就職指導担当教諭の企業訪問が不十
分であったため、感染予防対策を取りながら企業訪問を行い、情報収集を行う必
要がある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・コロナ禍等を考慮した上での緻密な企業訪問計画を立て、確実に訪問を実施する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


